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令 和 ３ 年 度

本 庄 市 下 水 道 事 業 会 計 予 算 書





　　　令和３年度本庄市下水道事業会計予算

　（総則）

第１条　令和３年度本庄市下水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。

　（業務の予定量）

第２条　業務の予定量は、次のとおりとする。

（１） 公共下水道事業

　　　水洗化戸数 １９，３５７ 戸　  

　　　年間有収水量 ４，９４６，０００ ㎥　　

　　　一日平均有収水量 １３，５５０ ㎥　　

　　　主な建設改良事業

　　　管渠布設 ５，９９４ ｍ　  

（２） 農業集落排水事業

　　　水洗化戸数 ８８０ 戸　　

　　　年間処理水量 ２２８，３００ ㎥　　

　　　一日平均処理水量 ６２５ ㎥　　

　　　主な建設改良事業

　　　処理場建設改良費 ９，５３７ 千円　

　（収益的収入及び支出）

第３条　収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。
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収　　　　　　　　　　 入

　第１款　公共下水道事業収益 １，７７２，６６７ 千円  

　　第１項　営業収益 ８２３，３６１ 千円  

　　第２項　営業外収益 ９４９，３０６ 千円  

　第２款　農業集落排水事業収益 １７５，５３２ 千円  

　　第１項　営業収益 ３０，９３８ 千円  

　　第２項　営業外収益 １４４，５９４ 千円  

　収益的収入合計 １，９４８，１９９ 千円  

支　　　　　　　　　　 出

　第１款　公共下水道事業費用 １，６９３，８２４ 千円  

　　第１項　営業費用 １，５８７，３８５ 千円  

　　第２項　営業外費用 １０５，４８９ 千円  

　　第３項　特別損失 ４５０ 千円  

　　第４項　予備費 ５００ 千円  

　第２款　農業集落排水事業費用 １７５，８０７ 千円  

　　第１項　営業費用 １５９，４４１ 千円  

　　第２項　営業外費用 １５，６１６ 千円  

　　第３項　特別損失 ２５０ 千円  

　　第４項　予備費 ５００ 千円  

　収益的支出合計 １，８６９，６３１ 千円  

　（資本的収入及び支出）
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第４条　資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める（資本的収入額が資本的支出額に対して不足する額 ４００，

 ０８５ 千円は当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額 ６９，９９５ 千円、過年度分損益勘定留保資金 ２０１，

 ２８６ 千円、当年度分損益勘定留保資金 ９８，８０４ 千円及び減債積立金取崩額 ３０，０００ 千円で補てんするも

 のとする。）。

収　　　　　　　　　　 入

　第１款　公共下水道事業資本的収入 １，６３６，３２９ 千円　

　　第１項　企業債 ９０１，７００ 千円  

　　第２項　他会計負担金 ７３，１３４ 千円  

　　第３項　他会計補助金 ３７，３８５ 千円  

　　第４項　国庫補助金 ５４６，０００ 千円  

　　第５項　負担金等 ７７，１１０ 千円  

　　第６項　預託金回収金 １，０００ 千円  

　第２款　農業集落排水事業資本的収入 ３９，９７９ 千円  

　　第１項　他会計補助金 ３１，７６６ 千円  

　　第２項　県補助金 ４，２５３ 千円  

　　第３項　負担金等 ３，３６０ 千円  

　　第４項　預託金回収金 ６００ 千円  

　資本的収入合計 １，６７６，３０８ 千円  

支　　　　　　　　　　 出

　第１款　公共下水道事業資本的支出 ２，０００，５３７ 千円  

　　第１項　建設改良費 １，５５７，３７６ 千円  

　　第２項　企業債償還金 ４４２，１６１ 千円  

　　第３項　融資あっせん預託金 １，０００ 千円  

-3-



　第２款　農業集落排水事業資本的支出 ７５，８５６ 千円  

　　第１項　建設改良費 １８，１７７ 千円  

　　第２項　企業債償還金 ５２，８２２ 千円  

　　第３項　基金積立金 ４，２５７ 千円  

　　第４項　融資あっせん預託金 ６００ 千円  

　資本的支出合計 ２，０７６，３９３ 千円  

　（債務負担行為）

第５条　債務負担行為をすることができる事項、期間及び限度額は、次のとおりと定める。

　（企業債）

第６条　起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと定める。

計

 利根川右岸
 流域下水道事業

 公共下水道事業
 （特別措置分）

 公共下水道事業
 （広域化・共同化分）

 公共下水道事業

起債の目的 起債の方法

普通貸借
又　　は
証券発行

限 度 額

７９１，７００ 千円

５０，６００ 千円

２９，９００ 千円

２９，５００ 千円

９０１，７００ 千円

償還の方法

政府資金については、その融
資条件により、銀行その他の
場合には債権者と協定するも
のによる。ただし、企業財政
の都合により据置期間及び償
還期限を短縮し、若しくは繰
上償還又は低利に借り換えす
ることができる。

利　　率

 ５．０％以内（ただ
 し、利率見直し方式
 で借り入れる資金に
 ついて、利率の見直
 しを行った後におい
 ては、当該見直し後
 の利率）

事　　　項 期　　　間 限　度　額

 水洗便所改造資金融資あっせんに対
 する損失補償（令和３年度分）

 令和３年度から令和７年度まで
 当該資金の貸し付けにより生ずる元金、
 利子及び遅延金に相当する額
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　（一時借入金）

第７条　一時借入金の限度額は、 １，０００，０００ 千円と定める。

　（予定支出の各項の経費の金額の流用）

第８条　予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。

　（１）　営業費用、営業外費用及び特別損失の間の流用

　（議会の議決を経なければ流用することのできない経費）

第９条　次に掲げる経費については、その経費の金額を、それ以外の経費の金額に流用し、又はそれ以外の経費をその経費

　の金額に流用する場合は、議会の議決を経なければならない。

　（１）　職員給与費 １０１，４０８ 千円　

　（他会計からの補助金）

第１０条　下水道事業安定のため、一般会計からこの会計へ補助を受ける金額は、 １０５，４５１ 千円である。

　　令和 ３年 ２月２５日　提　出

　 本庄市長　　吉　　田　　信　　解
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令 和 ３ 年 度

本庄市下水道事業会計予算に関する説明書





          款           項           目 予定額

 1 公共下水道事業収益 1,772,667

 1 営業収益 823,361

 1 下水道使用料 767,750

 2 雨水処理負担金 55,492

 3 その他営業収益 119

 2 営業外収益 949,306

 1 受取利息及び配当金 5

2 他会計負担金 327,569

3 国庫補助金 3,000

4 長期前受金戻入 618,720

5
消費税及び地方消費税
還付金

1

6 雑収益 11

令和３年度本庄市下水道事業会計予算実施計画

収 益 的 収 入 及 び 支 出

収      入 （単位：千円）

備    考
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          款           項           目 予定額

 2 農業集落排水事業収益 175,532

 1 営業収益 30,938

 1 農業集落排水使用料 30,770

 2 その他営業収益 168

 2 営業外収益 144,594

 1 受取利息及び配当金 4

 2 他会計補助金 36,300

 3 他会計負担金 55,802

4 長期前受金戻入 52,488

1,948,199収益的収入合計

（単位：千円）

備    考
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          款           項           目 予定額

 1 公共下水道事業費用 1,693,824

 1 営業費用 1,587,385

 1 管渠費 113,574

 2
流域下水道維持管理負
担金

448,366

 3 普及促進費 514

 4 業務費 21,686

 5 総係費 67,674

 6 減価償却費 915,997

 7 資産減耗費 19,574

 2 営業外費用 105,489

 1
支払利息及び企業債取
扱諸費

105,469

 2 雑支出 20

 3 特別損失 450

 1 過年度損益修正損 450

 4 予備費 500

 1 予備費 500

支      出 （単位：千円）

備    考
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          款           項           目 予定額

 2 農業集落排水事業費用 175,807

 1 営業費用 159,441

 1 管渠費 9,720

 2 処理場費 45,241

 3 業務費 894

 4 総係費 14,412

 5 減価償却費 87,674

 6 資産減耗費 1,500

 2 営業外費用 15,616

 1
支払利息及び企業債取
扱諸費

13,096

 2 消費税及び地方消費税 2,500

 3 雑支出 20

 3 特別損失 250

 1 過年度損益修正損 250

 4 予備費 500

 1 予備費 500

1,869,631収益的支出合計

（単位：千円）

備    考
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          款           項           目 予定額

 1
公共下水道事業資本的
収入

1,636,329

 1 企業債 901,700

 1 建設改良債 872,200

 2 流域下水道事業債 29,500

 2 他会計負担金 73,134

 1 他会計負担金 73,134

 3 他会計補助金 37,385

 1 企業債元金償還補助金 37,385

 4 国庫補助金 546,000

 1 国庫補助金 546,000

 5 負担金等 77,110

 1 受益者負担金 53,847

 2 工事負担金 23,263

 6 預託金回収金 1,000

 1 預託金回収金 1,000

資 本 的 収 入 及 び 支 出

収      入 （単位：千円）

備    考
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          款           項           目 予定額

 2
農業集落排水事業資本
的収入

39,979

 1 他会計補助金 31,766

 1 企業債元金償還補助金 31,766

 2 県補助金 4,253

 1 県補助金 4,253

 3 負担金等 3,360

 1 受益者分担金 3,360

 4 預託金回収金 600

 1 預託金回収金 600

1,676,308資本的収入合計

（単位：千円）

備    考
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          款           項           目 予定額

 1
公共下水道事業資本的
支出

2,000,537

 1 建設改良費 1,557,376

 1 管路建設改良費 1,527,786

 2 流域下水道建設負担金 29,590

2 企業債償還金 442,161

 1 建設企業債元金償還金 392,358

 2
流域下水道事業債元金
償還金

49,803

3 融資あっせん預託金 1,000

 1 融資あっせん預託金 1,000

支      出 （単位：千円）

備    考
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          款           項           目 予定額

 2
農業集落排水事業資本
的支出

75,856

 1 建設改良費 18,177

 1 管路建設改良費 8,640

 2 処理場建設改良費 9,537

 2 企業債償還金 52,822

 1 建設企業債元金償還金 52,822

 3 基金積立金 4,257

 1 基金積立金 4,257

 4 融資あっせん預託金 600

 1 融資あっせん預託金 600

2,076,393資本的支出合計

（単位：千円）

備    考
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本庄市

下水道事業 （単位：円）

1 業務活動によるキャッシュ・フロー

　　当年度純利益 62,656,000

　　減価償却費 1,003,671,000

　　固定資産除却費及び減損損失 21,074,000

　　貸倒引当金の増減額（△は減少） 142,000

　　賞与等引当金の増減額（△は減少） 158,000

　　長期前受金戻入額 △ 671,208,000

　　受取利息及び受取配当金 △ 9,000

　　支払利息及び企業債取扱諸費 118,565,000

　　未収金の増減額（△は増加） △ 14,308,000

　　未払金の増減額（△は減少） △ 11,057,000

　　小計 509,684,000

　　利息及び配当金の受取額 9,000

　　利息の支払額 △ 118,565,000

　業務活動によるキャッシュ・フロー 391,128,000

令和３年度本庄市下水道事業予定キャッシュ・フロー計算書

（ 令和3年4月1日 から 令和4年3月31日 まで ）
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2 投資活動によるキャッシュ・フロー

　　有形固定資産の取得による支出 △ 1,383,759,000

　　無形固定資産の取得による支出 △ 26,900,000

　　基金の積立による支出 △ 4,257,000

　　国庫補助金等による収入 550,253,000

　　受益者負担金等による収入 80,470,000

　　一般会計又は他の特別会計からの繰入金による収入 142,285,000

　　特定収入に係る消費税相当調整額 △ 64,807,000

　投資活動によるキャッシュ・フロー △ 706,715,000

 

3 財務活動によるキャッシュ・フロー

　　建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入 901,700,000

　　建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出 △ 494,983,000

　財務活動によるキャッシュ・フロー 406,717,000

 

　資金増加額（又は減少額） 91,130,000

　資金期首残高 613,794,709

　資金期末残高 704,924,709
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1　総括

本
年
度

損益勘定支弁職員 13 9 （ ） 323 32,716 20,361 53,400

給  与  費  明  細  書

（単位：千円）

区 分
職員数（ 人） 給 与 費

法定福利費 合 計 備 考

特別職 一般職 報　酬 給　料 手　当 計

10,074 63,474

資本勘定支弁職員 6 （ ） 20,585 10,790 31,375 6,559 37,934

64,120

53,301 31,151 84,775 16,633 101,408合　　　　計 13 15 （ ） 323

36,797

合　　　　計 13 15 （ ） 1,050 51,708

資本勘定支弁職員 6 （ ） 20,041

31,571 84,329 16,588 100,917

前
年
度

損益勘定支弁職員 13 9 （2） 1,050

10,293 30,334 6,463

31,667 21,278 53,995 10,125

比

較

1,049 △ 917 △ 595

1,593 △ 420 446 45 491

544 497 1,041 96 1,1370 （ ）

損益勘定支弁職員 0 0 (△2) △ 727 △ 51 △ 646

資本勘定支弁職員

本 年 度 1,656 1,728 834

合　　　　計 0 0 (△2) △ 727

備考　１　（ ）内は、再任用短時間勤務職員とパートタイム会計年度任用職員の合計について外書き

（単位：千円）

手 当 の

内 訳

区 分 扶養手当
管 理 職
手 当

住居手当 通勤手当 期末手当 勤勉手当

1,042 12,118 9,159

時 間 外
勤務手当

管理職員
特別勤務
手 当

備 考

1,728 1,296

4,578 36

比 較 △ 120 0 △ 462 272

4,578 36770 12,364 9,023前 年 度 1,776

0△ 246 136 0

-17-



 (1)　会計年度任用職員以外の職員

本
年
度

損益勘定支弁職員 13 9 （ ） 323 32,716 20,361

（単位：千円）

区 分
職員数（ 人） 給 与 費

法定福利費 合 計 備 考

特別職 一般職 報　酬 給　料 手　当 計

63,393

53,301 31,151 84,775 16,633 101,408

53,400

合　　　　計 13 15 （ ） 323

10,074 63,474

資本勘定支弁職員 6 （ ） 20,585 10,790 31,375 6,559 37,934

36,797

合　　　　計 13 15 （ ） 323 51,708

資本勘定支弁職員 6 （ ） 20,041

31,571 83,602 16,588 100,190

前
年
度

損益勘定支弁職員 13 9 （ ） 323

10,293 30,334 6,463

31,667 21,278 53,268 10,125

比

較

1,049 △ 917 132

1,593 △ 420 1,173 45 1,218

544 497 1,041 96 1,1370 （ ）

損益勘定支弁職員 0 0 （ ） 0 △ 51 81

資本勘定支弁職員

本 年 度 1,656 1,728 834

合　　　　計 0 0 （ ） 0

備考　１　この表は、報酬又は給料をもって支弁される会計年度任用職員以外の職員で予算の積算の基礎となったものについて記載

　　　２　（ ）内は、再任用短時間勤務職員について外書き

（単位：千円）

手 当 の

内 訳

区 分 扶養手当
管 理 職
手 当

住居手当 通勤手当 期末手当 勤勉手当

1,042 12,118 9,159

時 間 外
勤務手当

管理職員
特別勤務
手 当

備 考

1,728 1,296

4,578 36

比 較 △ 120 0 △ 462 272

4,578 36770 12,364 9,023前 年 度 1,776

0△ 246 136 0
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 (2)　会計年度任用職員

比 較

前 年 度

時 間 外
勤務手当

管理職員
特別勤務
手 当

備 考

本 年 度

　　　２　（ ）内は、パートタイム会計年度任用職員（外書き）

（単位：千円）

手 当 の

内 訳

区 分 扶養手当
管 理 職
手 当

住居手当 通勤手当 期末手当 勤勉手当

△ 727 △ 727

備考　１　この表は、報酬又は給料をもって支弁される会計年度任用職員で予算の積算の基礎となったものについて記載

合　　　　計 (△2) △ 727

△ 727 △ 727

資本勘定支弁職員 （ ）
比

較

損益勘定支弁職員 (△2) △ 727

前
年
度

損益勘定支弁職員 （2）

合　　　　計 （2） 727

資本勘定支弁職員 （ ）

727 727

727 727 727

資本勘定支弁職員 （ ）
本
年
度

損益勘定支弁職員 （ ）

合　　　　計 （ ）

（単位：千円）

区 分
職員数（ 人） 給 与 費

法定福利費 合 計 備 考

特別職 一般職 報　酬 給　料 手　当 計
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2  給料及び手当の増減額の明細 （単位 : 千円）

説     明 備      考

1,593 給 与 改 定 に

伴 う 増 減 分

昇 給 に 伴 う 245 平均昇給率　　　　　　　    　　1.85％

増　　加　　分 昇給日　　　　　　　　　　　　　1月1日

そ　の　他　の 1,348  職員の異動等に伴う増減 予算計上時における職員数

増　　減　　分 　本年度    15人 （   ）人

 　前年度    15人 （ 2 ）人

　増  減 　　0人 （ △2 ）人

△ 420 制 度 改 正 に △ 210  期末手当　　 　　    △210

伴 う 増 減 分

そ　の　他　の △ 210  職員の異動等に伴う増減

増　　減　　分

 

備考　１　（ ）内は、再任用短時間勤務職員とパートタイム会計年度任用職員の合計について外書き

区     分 増  減  額 増 減 事 由 別 内 訳

給 　   料

手 　   当
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3  給料及び手当の状況

（1） 職員1人当り給与

行　　政　　職 技 能 労 務 職

   平 均 給 料 月 額（円） 295,543                 

令和3年1月1日現在   平 均 給 与 月 額（円） 335,064                 

  平   均   年   齢（歳） 40.1                    

   平 均 給 料 月 額（円） 292,150                 

令和2年1月1日現在   平 均 給 与 月 額（円） 343,546                 

  平   均   年   齢（歳） 39.1                    

（2） 初任給

埼　　玉　　県 国

行 政 職（円） 行政職（一）（円）

高  校  卒 154,900                 170,391                 180,720                 

短  大  卒 168,900                 

大  学  卒 188,700                 207,572                 218,640                 

区        　　          分

区　　　分 行　政　職（円）

※初任給には、地域手当を含む（国は本府省採用の場合）
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（3） 級別職員数

区       分

 級 職員数（人） 構成比（％） 級 職員数（人） 構成比（％）

8  (   )    　  (   )    　   (   )    　  (   )    　

7  (   )　　　  (   )　　　  (   )    　  (   )    　

6  (   )　  1　　 (   )　　7  (   )    　  (   )    　

5  (   )　  2　　 (   )　 13  (   )    　  (   )    　

令和3年1月1日現在 4  (   )    2 　 (   )　 13  (   )    　  (   )    　

3  (   )　  8  　　 (   )   53  (   )    　  (   )    　

2  (   )　  1 　 (   )　  7  (   )    　  (   )    　

1  (   )　  1　  (   )　  7  (   )    　  (   )    　

計  (   )　 15 　 (   )  100 計  (   )    　　 　 (   )    

 級 職員数（人） 構成比（％） 級 職員数（人） 構成比（％）

8  (   )    　  (   )    　  (   )    　  (   )    　

7  (   )　　　  (   )　　　  (   )    　  (   )    　

6  (   )　　1　  (   )　　7  (   )    　  (   )    　

5  (   )　　2 　 (   )　 13  (   )    　  (   )    　

令和2年1月1日現在 4  (   ) 　 2　  (   )　 13  (   )    　  (   )    　

3  (   )　  8　　 (   )   54  (   )    　  (   )    　

2  (   )　  2　  (   )　 13  (   )    　  (   )    　

1  (   )　  　  (   )　   (   )    　  (   )    　

計  (   )　 15  　 (   )  100 計  (   ) 　 　  (   )  　

区 分 8   級 7   級 6   級 5   級 4   級 3   級 2   級 1　 級
部  長 次　長 課　長 課長補佐 係　長 主　任 主　事 主事補

参　事 副参事 主  　幹 主　査 技　師 技師補

行　　　政　　　職 技　能　労　務　職

( )内は再任用短時間勤務職員　（外書き）

（級別の基準となる職務）

行 政 職
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行 政 職 技 能 労 務 職

（人） 15              15                

本 （人） 14              14                

　1号給 （人）

　2号給 （人） 1               1                 

年 　3号給 （人）

  4号給 （人） 10              10                

  5号給 （人） 3               3                 

度   6号給 （人）

（％） 93              93                

（人） 15              15                

前 （人） 14              14                

　1号給 （人）

  2号給 （人） 1               1                 

年 　3号給 （人）

  4号給 （人） 10              10                

　5号給 （人） 3               3                 

度   6号給 （人）

（％） 93              93                  比    率  （Ｂ）／（Ａ）

  昇給に係る職員数  （Ｂ）

号 給 数 別 内 訳

  比    率  （Ｂ）／（Ａ）

  職     員     数  （Ａ）

  昇給に係る職員数  （Ｂ）

号 給 数 別 内 訳

  職     員     数  （Ａ）

（4） 昇給  

区             分    合         計   
  代  表  的  な  職  種
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（5） 期末手当・勤勉手当

支給率計

（月分）

( 2.350 )

4.45

( 2.350 )

4.50

( 2.350 )

4.45

( )内は再任用職員の支給率

（6） 定年退職及び応募認定退職に係る退職手当

最高限度 そ の 他 の

（月分） 加 算 措 置 等

 

支 給 率 等 47.709

（2%～45%加算）   ） 

（1%～45%加算）   ） 

 （支給率等は令和3年1月1日現在）

（7） その他の手当

【扶養手当】

【住居手当】

区   分
支   給   期   別   支   給   率 職制上の段階、職務の

備  考
6月（月分） 12月（月分） 級 等 に よ る 加 算 措 置

本 年 度
( 1.175 ) ( 1.175 )

有
2.225 2.225

前 年 度
( 1.175 ) ( 1.175 )

有
2.25 2.25

者（月分） 者（月分） 者（月分）

国 の 制 度
( 1.175 ) ( 1.175 )

有
2.225 2.225

区　　分
20年勤続の 25年勤続の 35年勤続の

　　備　　考

 定年前早期退職
 特別措置24.586875 33.27075 47.709

国 の 制 度
（支給率等）

24.586875 33.27075 47.709

扶　　養　　手　　当

異　 な 　る
給料表の級にかかわらず、配偶者6,500円、子10,000円、父母等6,500円支給

住　　居　　手　　当
持家について、3,500円支給

47.709

 定年前早期退職
 特別措置

区　　　　　　分 国の制度との異同 差　　　　異　　　　の　　　　内　　　　容
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（令和3年度に係る分） （単位：千円）

期 間 金 額 期 間 金 額 営 業 収 益 そ の 他

 水洗便所改造資金融資あっせん
 に対する損失補償（令和3年度
 分）

当該資金の貸し付
けにより生ずる元
金、利子及び遅延
金に相当する額

― ―
令和3年度から
令和7年度まで

限度額に同じ

（過年度に係る分） （単位：千円）

期 間 金 額 期 間 金 額 営 業 収 益 そ の 他

 水洗便所改造資金融資あっせん
 に対する損失補償（令和2年度
 分）

当該資金の貸し付
けにより生ずる元
金、利子及び遅延
金に相当する額

― ―
令和3年度から
令和6年度まで

限度額に同じ

債務負担行為に関する調書

左 の 財 源 内 訳

限 度 額

前 年 度 末 ま で の
支払義務発生（見込）額

事 項 限 度 額

当 該 年 度 以 降 の
支 払 義 務 発 生 予 定 額

前 年 度 末 ま で の
支払義務発生（見込）額

事 項

当 該 年 度 以 降 の
支 払 義 務 発 生 予 定 額

左 の 財 源 内 訳
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（単位：円）

資     産     の     部

1 固定資産

 (1) 有形固定資産

     イ 土地 116,405,653

     ロ 建物 448,657,777

      　建物減価償却累計額 △ 31,450,150 417,207,627

     ハ 構築物 29,400,159,883

      　構築物減価償却累計額 △ 4,673,937,205 24,726,222,678

     ニ 機械及び装置 345,474,801

      　機械及び装置減価償却累計額 △ 68,369,197 277,105,604

     ホ 車両運搬具 635,999

      　車両運搬具減価償却累計額 △ 342,000 293,999

     ヘ 工具、器具及び備品 1,525,190

      　工具、器具及び備品減価償却累計額 △ 528,380 996,810

     ト 建設仮勘定 174,576,637

        有形固定資産合計 25,712,809,008

 (2) 無形固定資産

     イ 施設利用権 2,767,424,398

     ロ その他無形固定資産 2,736,000

        無形固定資産合計 2,770,160,398

令和３年度本庄市下水道事業予定貸借対照表（当年度分）

（ 令和4年3月31日 )
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 (3) 投資その他資産

     イ 出捐金 1,339,000

     ロ 基金 38,684,241

        投資その他資産合計 40,023,241

        固定資産合計 28,522,992,647

2 流動資産

 (1) 現金預金 704,924,709

 (2) 未収金 129,434,000

     貸倒引当金 △ 2,018,622 127,415,378

       流動資産合計 832,340,087

       資産合計 29,355,332,734

負     債     の     部

3 固定負債

 (1) 企業債

     イ 建設改良費等の財源に充てるための企業債 9,250,416,125

        企業債合計 9,250,416,125

        固定負債合計 9,250,416,125
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4 流動負債

 (1) 企業債

     イ 建設改良費等の財源に充てるための企業債 476,711,298

        企業債合計 476,711,298

 (2) 未払金 418,820,000

 (3) 引当金

     イ 賞与等引当金 8,585,000

        引当金合計 8,585,000

 (4) その他流動負債

     イ 預り保証金 440,000

        その他流動負債合計 440,000

        流動負債合計 904,556,298

5 繰延収益

 (1) 長期前受金 22,720,642,319

     長期前受金収益化累計額 △ 4,474,985,683 18,245,656,636

       繰延収益合計 18,245,656,636

       負債合計 28,400,629,059
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資     本     の     部

6 資本金 628,498,349

7 剰余金

 (1) 資本剰余金

     イ 国庫補助金 44,692,044

     ロ 県補助金 11,796,284

     ハ 受益者負担金等 3,252,601

     ニ 工事負担金 2,810,215

     ホ その他他会計補助金 13,125,149

        資本剰余金合計 75,676,293

 (2) 利益剰余金

     イ 減債積立金 118,798,859

     ロ 建設改良積立金 30,000,000

     ハ 当年度未処分利益剰余金 101,730,174

        利益剰余金合計 250,529,033

        剰余金合計 326,205,326

        資本合計 954,703,675

        負債資本合計 29,355,332,734
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令和３年度注記 
 
１．重要な会計方針に係る事項に関する注記 
（１）固定資産の減価償却の方法 

イ．有形固定資産（リース資産を除く。） 
・減価償却の方法 定額法による。 
・主な耐用年数 

建物              ５０年 
構築物          １０～５０年 
機械及び装置        ７～３５年 
車両運搬具          ４～６年 
工具、器具及び備品      ４～５年 

  ロ．無形固定資産（リース資産を除く。） 
・減価償却の方法 定額法による。 
・主な耐用年数 

施設利用権           ４５年 
その他無形固定資産        ５年 

 
（２）引当金の計上方法 

イ．退職給付引当金 
職員の退職手当に関する負担金は、埼玉県市町村総合事務組合負担金条例（平成１８年組合条例第２１号）第３条に規定

されている一般負担金を除き、全て一般会計が負担することとなっているため、退職給付引当金は計上していない。 
ロ．賞与等引当金 
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職員の期末手当及び勤勉手当の支給並びにそれらに係る法定福利費の支出に備えるため、当年度末における支給見込額に

基づき、当年度の負担に属する額を計上している。 
ハ．貸倒引当金 

債権の不納欠損による損失に備えるため、貸倒実績率等による回収不能見込額を計上している。 
 

（３）消費税及び地方消費税の会計処理 
   消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。 
 
２．予定貸借対照表等に関する注記 
（１）引当金等の取り崩し 

イ．賞与等引当金 
令和３年６月において、職員の期末手当及び勤勉手当の支給並びにそれらに係る法定福利費の支出をするため、賞与等引

当金８，２５７千円を取り崩す。 
ロ．貸倒引当金 
  当年度において、債権の不納欠損に充当するため、貸倒引当金６２８千円を取り崩す。 

 
（２）後年度において一般会計が負担する企業債の償還に関する事項 

貸借対照表に計上されている企業債（当該年度末日の翌日から起算して１年以内に償還予定のものも含む。）のうち、一般

会計が負担すると見込まれる額は５，８２９，６１２千円である。 
 

３．セグメント情報の開示 
（１）報告セグメントの概要 
   本庄市下水道事業は、公共下水道事業及び農業集落排水事業の２つを報告セグメントとしている。 
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   なお、各報告セグメントに属する事業の内容は、以下のとおりである。 
事業区分 事業の内容 

公共下水道事業 市街地等における汚水及び雨水の処理 
農業集落排水事業 農業集落における汚水の処理 

 
（２）報告セグメントの営業収益等 
   当年度（令和３年４月１日から令和４年３月３１日）                単位：千円 

 公共下水道事業 農業集落排水事業 合計 
営業収益 
営業費用 

753,564 

1,531,857 

28,142 

154,309 

781,706 

1,686,166 

営業損益 
経常損益 

△778,293 

62,613 

△126,167 

1,687 

△904,460 

64,300 

セグメント資産 26,474,290 2,881,043 29,355,333 

セグメント負債 
・企業債 
・繰延収益 
・その他 

25,689,483 

8,754,650 

16,524,621 

410,212 

2,711,146 

972,477 

1,721,036 

17,633 

28,400,629 

9,727,127 

18,245,657 

427,845 

その他の項目 
・他会計繰入金 
・減価償却費 
・有形固定資産及び無形 
固定資産の増減額 

 

493,580 

915,997 

489,905 

 

123,868 

87,674 

△72,649 

 

617,448 

1,003,671 

417,256 
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（単位：円）

1 営業収益

 (1) 使用料 712,817,000

 (2) 雨水処理負担金 41,337,000

 (3) その他営業収益 555,000 754,709,000

2 営業費用

 (1) 管渠費 145,593,000

 (2) 処理場費 41,610,000

 (3) 流域下水道維持管理負担金 407,605,000

 (4) 普及促進費 331,000

 (5) 業務費 20,096,000

 (6) 総係費 95,687,000

 (7) 減価償却費 985,094,000

 (8) 資産減耗費 2,818,000 1,698,834,000

     営業損失 944,125,000

3 営業外収益

 (1) 受取利息及び配当金 28,000

 (2) 他会計補助金 67,504,000

 (3) 他会計負担金 341,967,000

令和２年度本庄市下水道事業予定損益計算書（前年度分）
（ 令和2年4月1日 から  令和3年3月31日 まで ）
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 (4) 国庫補助金 9,000,000

 (5) 長期前受金戻入 676,483,000

 (6) 雑収益 11,000 1,094,993,000

4 営業外費用

 (1) 支払利息及び企業債取扱諸費 123,385,000

 (2) 雑支出 22,326,000 145,711,000 949,282,000

     経常利益 5,157,000

5 特別損失

 (1) 過年度損益修正損 597,000

 (2) その他特別損失 1,310,000 1,907,000

6 予備費

 (1) 予備費 1,000,000 1,000,000 △ 2,907,000

     当年度純利益 2,250,000

     前年度繰越利益剰余金 6,824,174

     当年度未処分利益剰余金 9,074,174
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（単位：円）

資     産     の     部

1 固定資産

 (1) 有形固定資産

     イ 土地 116,405,653

     ロ 建物 448,657,777

      　建物減価償却累計額 △ 15,849,150 432,808,627

     ハ 構築物 27,980,914,263

      　構築物減価償却累計額 △ 3,914,528,205 24,066,386,418

     ニ 機械及び装置 310,270,501

      　機械及び装置減価償却累計額 △ 44,212,197 266,058,304

     ホ 車両運搬具 635,999

      　車両運搬具減価償却累計額 △ 171,000 464,999

     ヘ 工具、器具及び備品 1,525,190

      　工具、器具及び備品減価償却累計額 △ 528,380 996,810

     ト 建設仮勘定 234,999,197

        有形固定資産合計 25,118,120,008

 (2) 無形固定資産

     イ 施設利用権 2,944,857,398

     ロ その他無形固定資産 2,736,000

        無形固定資産合計 2,947,593,398

令和２年度本庄市下水道事業予定貸借対照表（前年度分）

（ 令和3年3月31日 )
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 (3) 投資その他資産

     イ 出捐金 1,339,000

     ロ 基金 34,427,241

     　 投資その他資産合計 35,766,241

     　 固定資産合計 28,101,479,647

2 流動資産

 (1) 現金預金 613,794,709

 (2) 未収金 115,126,000

     貸倒引当金 △ 1,876,622 113,249,378

    　　流動資産合計 727,044,087

    　　資産合計 28,828,523,734

負     債     の     部

3 固定負債

 (1) 企業債

     イ 建設改良費等の財源に充てるための企業債 8,825,428,285

     　 企業債合計 8,825,428,285

     　 固定負債合計 8,825,428,285
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4 流動負債

 (1) 企業債

     イ 建設改良費等の財源に充てるための企業債 494,982,138

     　 企業債合計 494,982,138

 (2) 未払金 398,755,000

 (3) 引当金

     イ 賞与等引当金 8,257,000

     　 引当金合計 8,257,000

 (4) その他流動負債

     イ 預り保証金 440,000

     　 その他流動負債合計 440,000

     　 流動負債合計 902,434,138

5 繰延収益

 (1) 長期前受金 22,012,391,319

     長期前受金収益化累計額 △ 3,803,777,683 18,208,613,636

     　 繰延収益合計 18,208,613,636

     　 負債合計 27,936,476,059
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資     本     の     部

6 資本金 628,498,349

7 剰余金

 (1) 資本剰余金

     イ 国庫補助金 44,692,044

     ロ 県補助金 11,796,284

     ハ 受益者負担金等 3,252,601

     ニ 工事負担金 2,810,215

     ホ その他他会計補助金 13,125,149

        資本剰余金合計 75,676,293

 (2) 利益剰余金

     イ 減債積立金 148,798,859

     ロ 建設改良積立金 30,000,000

     ハ 当年度未処分利益剰余金 9,074,174

        利益剰余金合計 187,873,033

        剰余金合計 263,549,326

        資本合計 892,047,675

        負債資本合計 28,828,523,734
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令和２年度注記 
 
１．重要な会計方針に係る事項に関する注記 
（１）固定資産の減価償却の方法 

イ．有形固定資産（リース資産を除く。） 
・減価償却の方法 定額法による。 
・主な耐用年数 

建物              ５０年 
構築物          １０～５０年 
機械及び装置        ７～３５年 
車両運搬具          ４～６年 
工具、器具及び備品      ４～５年 

  ロ．無形固定資産（リース資産を除く。） 
・減価償却の方法 定額法による。 
・主な耐用年数 

施設利用権           ４５年 
その他無形固定資産        ５年 

 
（２）引当金の計上方法 

イ．退職給付引当金 
職員の退職手当に関する負担金は、埼玉県市町村総合事務組合負担金条例（平成１８年組合条例第２１号）第３条に規定

されている一般負担金を除き、全て一般会計が負担することとなっているため、退職給付引当金は計上していない。 
ロ．賞与等引当金 
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職員の期末手当及び勤勉手当の支給並びにそれらに係る法定福利費の支出に備えるため、当年度末における支給見込額に

基づき、当年度の負担に属する額を計上している。 
ハ．貸倒引当金 

債権の不納欠損による損失に備えるため、貸倒実績率等による回収不能見込額を計上している。 
 

（３）消費税及び地方消費税の会計処理 
   消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。 
 
２．予定貸借対照表等に関する注記 
（１）引当金等の取り崩し 

イ．賞与等引当金 
令和２年６月において、職員の期末手当及び勤勉手当の支給並びにそれらに係る法定福利費の支出をするため、賞与等引

当金６，７８１千円を取り崩す。 
ロ．貸倒引当金 
  当年度において、債権の不納欠損に充当するため、貸倒引当金４２０千円を取り崩す。 

 
（２）後年度において一般会計が負担する企業債の償還に関する事項 

貸借対照表に計上されている企業債（当該年度末日の翌日から起算して１年以内に償還予定のものも含む。）のうち、一般

会計が負担すると見込まれる額は５，６２７，５８６千円である。 
 

３．セグメント情報の開示 
（１）報告セグメントの概要 
   本庄市下水道事業は、公共下水道事業及び農業集落排水事業の２つを報告セグメントとしている。 
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   なお、各報告セグメントに属する事業の内容は、以下のとおりである。 
事業区分 事業の内容 

公共下水道事業 市街地等における汚水及び雨水の処理 
農業集落排水事業 農業集落における汚水の処理 

 
（２）報告セグメントの営業収益等 
   当年度（令和２年４月１日から令和３年３月３１日）                単位：千円 

 公共下水道事業 農業集落排水事業 合計 
営業収益 
営業費用 

727,458 

1,530,219 

27,251 

168,615 

754,709 

1,698,834 

営業損益 
経常損益 

△802,761 

2,316 

△141,364 

2,841 

△944,125 

5,157 

セグメント資産 25,869,559 2,958,965 28,828,524 

セグメント負債 
・企業債 
・繰延収益 
・その他 

25,146,448 

8,295,111 

16,471,813 

379,524 

2,790,028 

1,025,299 

1,736,801 

27,928 

27,936,476 

9,320,410 

18,208,614 

407,452 

その他の項目 
・他会計繰入金 
・減価償却費 
・有形固定資産及び無形 
固定資産の増減額 

 

563,876 

898,037 

666,250 

 

137,867 

87,057 

△66,367 

 

701,743 

985,094 

599,883 
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収      入 (単位：千円)

 1
公共下水道事業収
益

1,772,667

 1 営業収益 823,361

 1 下水道使用料 767,750

 1 下水道使用料 767,750

 2 雨水処理負担金 55,492

 1 雨水処理負担金 55,492 一般会計負担金

 3 その他営業収益 119

 1 手数料 90

 2 行政財産使用料 9 電柱占用料他

 4 雑収益 20 図面等複写実費

 2 営業外収益 949,306

 1
受取利息及び配当
金

5

 1 預金利息 5

節 金額 備        考

指定下水道工事店証交付手数料
排水設備工事責任技術者証交付手数料

令和３年度本庄市下水道事業会計予算説明書

収 益 的 収 入 及 び 支 出

款 項 目
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(単位：千円)

2 他会計負担金 327,569

 1 他会計負担金 327,569 一般会計負担金

3 国庫補助金 3,000

 1 国庫補助金 3,000

4 長期前受金戻入 618,720

 1 長期前受金戻入 618,720

5
消費税及び地方消
費税還付金

1

 1

消費税及び地方消費
税還付金

1

6 雑収益 11

 1 延滞金 10 受益者負担金延滞金

 4 雑収益 1

金額 備        考

消費税及び地方消費税還付加算金

款 項 目 節
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(単位：千円)

 2
農業集落排水事業
収益

175,532

 1 営業収益 30,938

 1
農業集落排水使用
料

30,770

 1 農業集落排水使用料 30,770

 2 その他営業収益 168

 2 行政財産使用料 1

 4 雑収益 167

 2 営業外収益 144,594

 1
受取利息及び配当
金

4

 2 基金利息 4

 2 他会計補助金 36,300

 1 他会計補助金 36,300 一般会計補助金

 3 他会計負担金 55,802

 1 他会計負担金 55,802 一般会計負担金

4 長期前受金戻入 52,488

 1 長期前受金戻入 52,488

1,948,199

金額 備        考

収益的収入合計

款 項 目 節
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支      出 (単位：千円)

 1
公共下水道事業費
用

1,693,824

 1 営業費用 1,587,385

 1 管渠費 113,574

10 備消品費 44

12 光熱水費 1,985 中継ポンプ場電気料金

14 通信運搬費 649

15 委託料 42,843

16 賃借料 195 土地賃借料

19 会費等負担金 230 土木積算システム利用負担金

20 修繕費 66

23 工事請負費 61,732
人孔蓋更新工事
人孔内改修工事
管渠維持工事他

24 路面復旧費 5,720

30 材料費 110

 2
流域下水道維持管
理負担金

448,366

43

流域下水道維持管理
負担金

448,366

備        考

管渠調査業務委託
汚水管渠清掃業務委託
下水道台帳システム補正業務委託他

款 項 目 節 金額
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(単位：千円)

 3 普及促進費 514

10 備消品費 149

13 印刷製本費 352

20 修繕費 13

 4 業務費 21,686

10 備消品費 118

15 委託料 43

19 会費等負担金 21,500

20 修繕費 25

 5 総係費 67,674

 1 給料 26,294 総係関係職員7人分

 2 手当 12,840

 3 賞与等引当金繰入額 4,064

 5 法定福利費 7,262

 7 旅費 172

備        考

下水道使用料調定等事務委任負担金

款 項 目 節 金額
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(単位：千円)

10 備消品費 600

11 燃料費 94

13 印刷製本費 271

14 通信運搬費 410

19 会費等負担金 14,218

20 修繕費 50

26 保険料 189

32 報酬 323 下水道事業審議会委員報酬

47 貸倒引当金繰入額 720

51 手数料 167 ＥＢ手数料他

 6 減価償却費 915,997

36

有形固定資産減価償
却費

711,664

37

無形固定資産減価償
却費

204,333

 7 資産減耗費 19,574

38 固定資産除却費 19,574

備        考

埼玉県市町村総合事務組合退職手当負担金
水道事業事務費負担金
庁舎使用負担金他

款 項 目 節 金額
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(単位：千円)

 2 営業外費用 105,489

 1
支払利息及び企業
債取扱諸費

105,469

40 企業債利息 105,469

 2 雑支出 20

81 その他雑支出 20

 3 特別損失 450

 1 過年度損益修正損 450

53 過年度損益修正損 450

 4 予備費 500

 1 予備費 500

91 予備費 500

節 金額 備        考

財政融資資金27件
地方公共団体金融機構資金85件
銀行等資金9件

過年度過誤納還付金及び還付加算金

款 項 目
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(単位：千円)

 2
農業集落排水事業
費用

175,807

 1 営業費用 159,441

 1 管渠費 9,720

12 光熱水費 990 中継ポンプ場電気料金

14 通信運搬費 344

15 委託料 3,836

16 賃借料 110

23 工事請負費 4,440
人孔等改修工事
路面応急復旧工事

 2 処理場費 45,241

12 光熱水費 11,287 処理場電気料金・水道料金

14 通信運搬費 245

15 委託料 30,997

19 会費等負担金 46

20 修繕費 2,500 処理場機械設備修繕費

51 手数料 166

金額 備        考

中継ポンプ場維持管理業務委託他

処理場維持管理業務委託
汚泥処分業務委託他

土木積算システム利用負担金

款 項 目 節
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(単位：千円)

 3 業務費 894

19 会費等負担金 894

 4 総係費 14,412

 1 給料 6,422 総係関係職員2人分

 2 手当 3,306

 3 賞与等引当金繰入額 1,081

 5 法定福利費 1,882

 7 旅費 39

10 備消品費 79

14 通信運搬費 9

19 会費等負担金 1,464

26 保険料 80

47 貸倒引当金繰入額 50

 5 減価償却費 87,674

36

有形固定資産減価償
却費

87,674

 6 資産減耗費 1,500

38 固定資産除却費 1,500

節

下水道使用料調定等事務委任負担金

金額 備        考

埼玉県市町村総合事務組合退職手当負担金
庁舎使用負担金他

款 項 目
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(単位：千円)

 2 営業外費用 15,616

 1
支払利息及び企業
債取扱諸費

13,096

40 企業債利息 13,096

 2
消費税及び地方消
費税

2,500

46

消費税及び地方消費
税

2,500

 3 雑支出 20

81 その他雑支出 20

 3 特別損失 250

 1 過年度損益修正損 250

53 過年度損益修正損 250 過年度過誤納還付金

 4 予備費 500

 1 予備費 500

91 予備費 500

1,869,631

款 項 目 節 金額

収益的支出合計

備        考

財政融資資金15件
地方公共団体金融機構資金27件
銀行等資金1件
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収      入 (単位：千円)

 1
公共下水道事業資
本的収入

1,636,329

 1 企業債 901,700

 1 建設改良債 872,200

 1 建設改良債 872,200

 2 流域下水道事業債 29,500

 1 流域下水道事業債 29,500

 2 他会計負担金 73,134

 1 他会計負担金 73,134

 1 他会計負担金 73,134 一般会計負担金

 3 他会計補助金 37,385

 1
企業債元金償還補
助金

37,385

 1

企業債元金償還補助
金

37,385 一般会計補助金

 4 国庫補助金 546,000

 1 国庫補助金 546,000

 1 国庫補助金 546,000

資 本 的 収 入 及 び 支 出

款 項 目 節 金額 備        考
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(単位：千円)

 5 負担金等 77,110

 1 受益者負担金 53,847

 1 受益者負担金 53,847

 2 工事負担金 23,263

 2 その他工事負担金 23,263

 6 預託金回収金 1,000

 1 預託金回収金 1,000

 1 預託金回収金 1,000

備        考

水洗便所改造資金融資あっせん預託金回収金

款 項 目 節 金額
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(単位：千円)

 2
農業集落排水事業
資本的収入

39,979

 1 他会計補助金 31,766

 1
企業債元金償還補
助金

31,766

 1

企業債元金償還補助
金

31,766 一般会計補助金

 2 県補助金 4,253

 1 県補助金 4,253

 1 県補助金 4,253

 3 負担金等 3,360

 1 受益者分担金 3,360

 1 受益者分担金 3,360

 4 預託金回収金 600

 1 預託金回収金 600

 1 預託金回収金 600

1,676,308

款 項 目 節 金額

資本的収入合計

備        考

水洗便所改造資金融資あっせん預託金回収金
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支      出 (単位：千円)

 1
公共下水道事業資
本的支出

2,000,537

 1 建設改良費 1,557,376

 1 管路建設改良費 1,527,786

 1 給料 20,585 管路建設改良関係職員6人分

 2 手当 10,790

 5 法定福利費 6,559

 7 旅費 79

10 備消品費 470

11 燃料費 94

15 委託料 116,929

16 賃借料 260 臨時駐車場用地賃借料他

19 会費等負担金 61,859

20 修繕費 220

23 工事請負費 1,303,022

26 保険料 33

款 項 目 節 金額 備        考

地盤変動影響事前事後調査業務委託
詳細設計業務委託他

水道工事等負担金
埼玉県市町村総合事務組合退職手当負担金

公共下水道汚水枝線築造工事
舗装本復旧工事
取付管設置工事他
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(単位：千円)

27 公課費 13 自動車重量税

31 補償費 1,000 物件補償料

35 報償費 3,623 受益者負担金一括納付報奨金

51 手数料 2,100

80 雑費 150

 2
流域下水道建設負
担金

29,590

34

流域下水道建設負担
金

29,590

2 企業債償還金 442,161

 1
建設企業債元金償
還金

392,358

69

建設企業債元金償還
金

392,358

 2
流域下水道事業債
元金償還金

49,803

70

流域下水道事業債元
金償還金

49,803

3
融資あっせん預託
金

1,000

 1
融資あっせん預託
金

1,000

74 融資あっせん預託金 1,000

款 項 目 節 金額 備        考

水洗便所改造資金融資あっせん預託金

鑑定手数料他

受益者負担金過誤納還付金及び加算金他

財政融資資金20件
地方公共団体金融機構資金50件
銀行等資金9件

財政融資資金6件
地方公共団体金融機構資金15件
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(単位：千円)

 2
農業集落排水事業
資本的支出

75,856

 1 建設改良費 18,177

 1 管路建設改良費 8,640

23 工事請負費 8,640 取付管設置工事他

 2 処理場建設改良費 9,537

23 工事請負費 9,537 処理場機械設備更新工事

 2 企業債償還金 52,822

 1
建設企業債元金償
還金

52,822

69

建設企業債元金償還
金

52,822

 3 基金積立金 4,257

 1 基金積立金 4,257

 1 基金積立金 4,257

 4
融資あっせん預託
金

600

 1
融資あっせん預託
金

600

74 融資あっせん預託金 600

2,076,393

金額 備        考

財政融資資金15件
地方公共団体金融機構資金24件
銀行等資金1件

資本的支出合計

水洗便所改造資金融資あっせん預託金

農業集落排水事業基金積立金

款 項 目 節
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